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●
高
島
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例
案

　

高
齢
化
や
医
療
技
術
の
高
度
化
に
よ
る
医
療
費
の

増
大
と
、
合
併
以
降
は
県
下
で
最
も
低
い
国
保
税
の

水
準
を
維
持
し
て
き
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
厳
し
い

財
政
運
営
が
続
い
て
い
る
国
民

健
康
保
険
事
業
の
健
全
で
安
定

的
な
運
営
を
図
る
た
め
、
平
成

27
年
度
か
ら
２
年
を
か
け
て
、

段
階
的
に
税
額
を
県
下
13
市
の

平
均
ま
で
引
き
上
げ
る
も
の

で
、
来
年
度
の
一
人
あ
た
り
の

平
均
上
昇
率
は
、11
．
４
％（
平

成
26
年
度
比
）
と
な
っ
て
い
ま

す
。

総　務
常任委員会

委員長 石田　哲

可決
すべき

日
本
共
産
党
高
島
市
議
団

粟
津
泰
藏

反
対

　

国
保
赤
字
の
原
因
は
、
国
負

担
割
合
減
と
長
期
不
況
。
２
年

間
で
21
％
も
の
引
上
げ
案
。
若

年
と
中
高
年
世
帯
で
実
質
36
％

も
の
引
上
げ
だ
。
影
響
は
大
き

く
、
税
額
引
上
げ
に
よ
る
納
付

率
の
低
下
、
滞
納
世
帯
の
増
加
、

短
期
証
の
発
行
増
と
市
民
皆
保

険
を
な
く
す
こ
と
に
な
る
。

本会議での討論

賛
成

　

国
民
健
康
保
険
税
の
改
定
は

３
年
後
に
広
域
統
合
を
目
指
す

た
め
。
保
険
税
の
引
き
上
げ
は

市
民
生
活
の
負
担
と
な
る
が
、

先
延
ば
し
は
広
域
化
に
参
加
の

障
害
と
な
る
ば
か
り
か
、
会
計

の
維
持
の
た
め
将
来
大
幅
な
引

き
上
げ
が
必
要
。
無
責
任
な
判

断
は
で
き
な
い
。

ふ
る
さ
と
高
島
新
風
会

梅
村
勝
久

日
本
共
産
党
高
島
市
議
団

森
脇　

徹

反
対

　

広
瀬
小
統
廃
合
問
題
で
学
区
内
を
混
乱
さ
せ

た
責
任
は
重
い
が
、
教
育
委
員
が
し
っ
か
り
反

省
し
、
住
民
と
学
校
関
係
者
に
丁
寧
に
向
き
合

い
、
意
見
を
聞
き
信
頼
回
復
に
努
め
る
の
が
責

務
だ
。
自
主
返
納
で
よ
く
、
議
会
に
判
断
を
求

め
る
必
要
な
し
。

本会議での討論

賛
成

　

発
端
の
小
学
校
統
廃
合
の
問
題
は
、
一
般
職

で
あ
る
教
育
長
の
給
与
減
額
に
ま
で
及
ぶ
な
ら

こ
れ
が
前
例
と
な
る
の
で
減
額
す
べ
き
で
な
い

と
の
意
見
も
あ
っ
た
が
、
最
後
に
教
育
長
の
心

情
を
聞
き
、
教
育
へ
の
熱
意
、
地
域
へ
の
配
慮

等
を
く
み
取
り
賛
成
し
た
。

高
島
新
政
ク
ラ
ブ

前
川　

勉

賛
成

　

教
育
長
は
、
一
つ
に
議
会
審
議
に
対
す
る
お

詫
び
、
も
う
一
つ
は
地
元
へ
の
説
明
不
足
に
よ

り
保
護
者
ら
に
不
安
を
招
い
た
責
任
か
ら
給
与

の
減
額
を
申
し
出
た
も
の
。
こ
れ
を
議
会
の
判

断
で
止
め
る
こ
と
が
適
切
か
大
局
的
な
見
地
か

ら
今
一
度
考
え
て
い
た
だ
き
た
い
。

ふ
る
さ
と
高
島
新
風
会

梅
村
勝
久

●
高
島
市
教
育
委
員
会
教
育
長
の
給
与
等

に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
案

　

高
島
市
立
小
学
校
の
統
廃
合
の
件
で
混

乱
を
き
た
し
た
こ
と
に
対
し
、
教
育
行
政

の
責
任
者
で
あ
る
教
育
長
か
ら
責
任
を
明

確
に
す
る
た
め
給
料
を
減
額
す
る
申
し

出
が
あ
り
、
平
成
27
年
1
月
分
の
給
料
を

10
％
減
額
す
る
も
の
で
す
。
質
疑
で
は
、

教
育
長
自
身
の
意
向
で
も
、
懲
罰
的
な
給

与
減
額
は
認
め
ら
れ
な
い
と
の
意
見
が
多

数
を
占
め
、討
論
で
は
、統
廃
合
の
問
題
は
、

議
会
の
議
決
を
経
て
決
定
し
て
い
る
の
で

条
例
変
更
し
て
ま
で
の
問
題
で
は
な
い
と

の
反
対
討
論
と
、
教
育
行
政
の
責
任
者
と

し
て
責
任
を
明
確
に
す
る
た
め
自
ら
申
し

出
さ
れ
た
減
額
で
あ
り
、
条
例
と
し
て
議

会
の
議
決
を
経
る
べ
き
で
あ
る
等
の
賛
成

討
論
が
行
わ
れ
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

採
決
の
結
果
、
賛
成
少
数
で
「
否
決
す

べ
き
も
の
」
と
決
定
し
ま
し
た
。

国民健康保険特別会計（事業勘定）の決算状況 【単位：千円】
年度 歳入 歳出 差引 備考

H22 5,728,104 5,661,027 67,077 市債5,000万円借入
H23 5,831,662 5,745,279 86,383
H24 5,988,752 5,851,256 137,496

H25 5,928,810 5,988,619 -59,809
市債1億円を借入
不足分はH26から59,809千円を繰上充用

H26（見込） 5,840,000 6,140,000 -300,000 不足分は市債3億円を借入予定

【税率の比較】
項目 現在の税率 改正後（H27）

所得割額 8.20% 10.70%
（うち介護納付金分） (1.40%) (2.00%)

資産割額 34.00% 17.00%
（うち介護納付金分） (7.00%) (3.50%)

均等割額 39,600円 43,100円
（うち介護納付金分） (9,000円) (9,800円)

平等割額 30,200円 32,200円
（うち介護納付金分） (5,200円) (5,400円)

+ 3,500円

2,000円+

差

+ 2.50%

- 17.00%

否決
すべき

賛
成

　

組
織
の
長
と
し
て
、
反
省
の
意
志
を
公
開
す
る
こ

と
は
、
教
育
委
員
会
が
組
織
と
し
て
、
市
民
目
線
で

統
廃
合
に
取
り
組
む
決
意
を
示
し
た
も
の
。
地
域
や

保
護
者
の
皆
様
や
子
ど
も
達
の
不
安
払
拭
の
た
め
、

教
育
長
の
決
意
を
前
向
き
に
解
釈
し
た
い
。

山
内
陽
子

　

そ
の
後
、
本
会
議
に
お
い
て
、
賛
成
多

数
で
原
案
可
決
と
な
り
ま
し
た
。
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●
公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
の
指
定
に
つ

き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
高

島
市
働
く
女
性
の
家
）

　

平
成
27
年
度
か
ら
31
年
度
ま
で
の
指
定

管
理
に
つ
い
て
、
特
定
非
営
利
活
動
法
人

『
元
気
な
仲
間
』
を
、
引
き
続
き
指
定
管

理
者
に
選
定
す
る
も
の
で
す
。

●
高
島
市
特
別
職
の
職
員
の
給
与
等
に
関

す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案

●
高
島
市
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例
案

●
高
島
市
消
防
団
員
等
公
務
災
害
補
償
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案

●
市
国
保
税
の
大
幅
な
引
き
上
げ
に
反
対

す
る
請
願

不採択とすべき

本会議での討論

予　算
常任委員会

委員長  森脇　徹

修正可決すべき

　

今
年
度
予
算
執
行
で
き
な
い
と
判

断
さ
れ
た
市
長
提
案
の
「
新
旭
駅
周

辺
地
区
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
基
本
構
想

策
定
業
務
」
の
減
額
に
対
し
て
、「
構

想
策
定
に
積
極
的
な
姿
勢
を
示
す
べ

き
で
あ
り
、
予
算
繰
越
も
で
き
る
こ

と
か
ら
減
額
す
べ
き
で
な
い
」
と
し

た
修
正
案
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

採
決
の
結
果
、
賛
成
多
数
に
よ
り

「
修
正
可
決
す
べ
き
も
の
」
と
決
定

し
ま
し
た
。

●
高
島
市
一
般
会
計
補
正
予
算

　
（
第
６
号
）
案

　

こ
の
予
算
減
額
案
は
、
予
算
編
成
の

ル
ー
ル
や
原
則
に
基
づ
い
た
も
の
で
あ

り
、
当
然
の
予
算
措
置
で
あ
る
。
先
の

９
月
定
例
会
で
、
市
役
所
本
庁
舎
位
置

条
例
が
否
決
さ
れ
た
結
果
の
や
む
な
き

措
置
で
あ
り
、
本
修
正
案
に
は
全
く
理

解
で
き
な
い
。 え

え
と
こ
高
島

山
川
恒
雄

修
正
案
に

反 

対

　

バ
リ
ア
フ
リ
ー
基
本
構
想
策
定
業
務

の
委
託
料
を
計
上
す
る
必
要
性
が
ど
こ

に
あ
る
の
か
。
９
月
議
会
で
市
役
所
本

庁
舎
位
置
条
例
を
否
決
し
た
こ
と
が
原

因
で
あ
る
。 ふ

る
さ
と
高
島
新
風
会吹田　

薫

修
正
案
に

反 

対

　

新
旭
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
た
め

の
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
等
の
設
計
は
、
平
成

24
年
に
完
了
し
て
い
る
。
次
は
駅
周
辺

も
含
め
た
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
基
本
構
想

が
必
要
と
の
こ
と
で
当
初
予
算
を
計
上

し
た
の
で
は
な
い
か
。
ど
う
し
て
減
額

す
る
必
要
が
あ
る
の
か
。

高
島
新
政
ク
ラ
ブ

早
川
康
生

修
正
案
に

賛 

成

　

庁
舎
統
合
だ
け
が
特
異
条
件
で
は
な

い
。
駅
周
辺
に
開
業
医
が
増
え
障
が
い

者
児
施
設
も
多
い
。
駅
バ
リ
ア
フ
リ
ー

基
本
構
想
協
議
に
Ｊ
Ｒ
の
参
画
を
粘
り

強
く
要
請
す
べ
し
。
県
知
事
も
積
極
的

で
県
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
ス
タ
ー
ト
し

た
。年
度
途
中
の
削
除
に
大
義
が
な
い
。

日
本
共
産
党
高
島
市
議
団

粟
津
泰
藏

修
正
案
に

賛 

成

可決
すべき賛

成

　

市
国
保
加
入
８
千
５
０
０
世
帯
の

７
割
が
低
所
得
層
だ
。
実
情
を
考
慮

せ
ず
、
県
下
平
均
税
額
ま
で
引
上
げ

す
る
な
。
国
県
の
支
援
策
を
強
め
さ

せ
市
会
計
か
ら
市
国
保
へ
の
繰
入
れ

を
増
や
し
、
納
税
者
の
立
場
に
た
つ

丁
寧
な
国
保
税
徴
収
の
請
願
採
択

を
。

日
本
共
産
党
高
島
市
議
団

森
脇　

徹

本会議での討論

可決
すべき

●
平
成
26
年
度
高
島
市
病
院
事
業
会

計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
案　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

外
７
会
計
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●
公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
の
指
定
に
つ

き
議
決
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
高

島
市
新
旭
里
山
交
流
館
「
も
り
っ
こ
」）

●
高
島
市
附
属
機
関
設
置
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
案

　

環
境
セ
ン
タ
ー
の
在
り
方
等
を
調
査
審

議
す
る
「
高
島
市
環
境
セ
ン
タ
ー
在
り
方

検
討
委
員
会
」
を
設
置
す
る
も
の
で
す
。

　

委
員
会
の
構
成
員
に
は
、
大
学
教
員
や

営
利
を
目
的
と
し
な
い
団
体
の
代
表
者
を

選
出
す
る
と
の
こ
と
で
す
。

●
高
島
市
屋
外
広
告
物
条
例
案

　

良
好
な
景
観
の
形
成
に
基
づ
く
ま
ち
づ

く
り
を
進
め
る
一
つ
の
手
段
と
し
て
、
屋

外
広
告
物
の
適
切
な
規
制
を
行
う
た
め
、

新
た
に
条
例
を
制
定
す
る
も
の
で
す
。

●
高
島
市
営
住
宅
等
駐
車
場
の
設
置
お
よ

び
管
理
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
案

　

市
営
住
宅
島
団
地
お
よ
び
第
２
古
賀
団

地
の
駐
車
場
の
名
称
、
位
置
、
使
用
料
を

定
め
る
も
の
で
す
。

●
高
島
市
駐
車
場
の
設
置
お
よ
び
管
理
に

関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

案

　

近
江
高
島
駅
前
第
２
駐
車
場
を
閉
鎖

し
、
新
旭
駅
前
第
１
・
第
２
駐
車
場
、
安

曇
川
駅
前
第
２
・
第
３
駐
車
場
、
近
江
高

島
駅
前
第
１
駐
車
場
を
一
時
利
用
駐
車
場

と
し
て
駐
車
料
金
を
徴
収
す
る
た
め
、
所

要
の
改
正
を
行
う
も
の
で
す
。

●
高
島
市
水
道
事
業
給
水
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例
案

　

人
口
減
少
と
水
道
施
設
の
老
朽
化
等
に
よ

り
、
経
常
損
失
が
年
々
増
加
し
て
い
く
水
道

事
業
に
お
い
て
、
適
正
な
水
道
料
金
に
基
づ

く
健
全
な
事
業
運
営
を
維
持
す
る
必
要
が
あ

る
こ
と
か
ら
、
水
道
基
本
料
金
等
を
見
直
す

こ
と
に
つ
き
、
所
要
の
改
正
を
行
う
も
の
で

す
。

産業建設
常任委員会

委員長 万木　豊

可決
すべき

●
高
島
市
公
共
下
水
道
事
業
に
係
る
受
益

者
分
担
金
お
よ
び
受
益
者
負
担
金
の
徴

収
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
案

　

公
共
下
水
道
事
業
に
係
る
受
益
者
分
担

金
お
よ
び
負
担
金
に
つ
い
て
、
平
成
27
年

度
以
降
に
賦
課
す
る
金
額
、
減
免
基
準
、

猶
予
基
準
を
統
一
す
る
た
め
、
所
要
の
改

正
を
行
う
も
の
で
す
。

　

審
議
の
結
果
、
以
上
７
議
案
は
、
全
員

賛
成
で
「
可
決
す
べ
き
も
の
」
と
決
定
し

ま
し
た
。

文教福祉
常任委員会

委員長  秋永安次

●
高
島
市
国
民
健
康
保
険
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例
案

　

健
康
保
険
法
施
行
令
の
改
正
お

よ
び
産
科
医
療
補
償
制
度
に
お
け

る
掛
金
の
額
が
、
３
万
円
か
ら

１
万
６
千
円
に
引
き
下
げ
ら
れ
る

見
直
し
に
併
せ
て
、
国
民
健
康
保

険
か
ら
支
給
す
る
出
産
育
児
一
時

金
の
支
給
額
を
、
39
万
円
か
ら

40
万
４
千
円
に
引
き
上
げ
る
こ
と

に
よ
り
減
額
分
を
補ほ

て
ん填
し
、
出
産

育
児
一
時
金
の
総
額
42
万
円
を
維

持
す
る
も
の
で
す
。

　

審
議
の
結
果
、
全
員
賛
成
で 

「
可
決
す
べ
き
も
の
」
と
決
定
し

ま
し
た
。

可決
すべき

本会議での討論
　

請
願
書
も
提
出
さ
れ
た
水
道
料
金
の

引
上
げ
改
定
で
あ
る
。
少
量
使
用
の
軽

減
は
実
施
さ
れ
た
が
、
22
％
の
料
金
引

上
げ
は
高
い
下
水
道
料
金
と
併
せ
、
市

民
生
活
を
苦
し
め
納
得
さ
れ
な
い
。
新

旭
簡
易
水
道
統
廃
合
費
は
、
市
民
負
担

で
な
く
一
般
財
源
の
投
入
を
。

反
対

日
本
共
産
党
高
島
市
議
団

福
井
節
子

　

給
水
原
価
が
供
給
単
価
を
上
回
り
、

昨
年
度
は
３
千
９
２
８
万
円
の
営
業
損

失
が
あ
る
。
未
収
金
対
策
は
前
年
度
比

４
・
１
％
収
納
率
向
上
の
成
果
、
今
年

度
か
ら
上
下
水
道
包
括
業
務
委
託
の
導

入
や
水
道
事
業
計
画
の
見
直
し
等
、
経

営
健
全
化
の
努
力
を
評
価
す
る
。

え
え
と
こ
高
島

熊
谷
も
も

賛
成

採択
すべき

●
請
願
「
米
価
下
落
等
に
関
す
る
意
見
書

の
提
出
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
」
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　請願「米価下落等に関する意見書の提出を
求めることについて」の採択に伴い、次の意
見書を全会一致で可決しました。

提出先：衆議院議長、参議院議長、
　　　　内閣総理大臣、農林水産大臣、
　　　　財務大臣 米

価
下
落
か
ら
農
家
を
守
れ
!!

　
　
　
緊
急
対
策
を
国
に
要
望

　26年産水稲の 10月 15 日現在の全国の作況指数は「101」の平年並
みで、米の需給は引き続き緩和基調で推移している。このような状況の中
で、国は 26年産米の過剰米対策は行わず収入減少影響緩和対策（ナラシ）
のみで対応する方針であり、26年産米は出回りからかつてない水準にま
で価格が下落し、生産現場では大きな不安と混乱が広がっている。
　また、大幅な米価下落に加えて、日照不足・長雨・台風等により、10
月 15 日現在の滋賀県の作況指数は「97」の「やや不良」となり、滋賀
県産米の 10月 20 日現在の１等米比率は 52.8％となり、特にコシヒカ
リにおいては１等米比率が 39.9％となっているなど水稲への質量両面で
大きな被害を受けた。
　加えて、26年産米からの米の直接支払交付金の半減等による所得の減
少によって、再生産可能な農業経営の継続が脅かされる等、農業者の資金
繰りへの影響も懸念される。
　27 年産米以降についても、主食用米の需要の減少（トレンドで年間
８万トン）や政府備蓄米の枠の減少（５万トンの減少の予定）などを踏ま
えると、作況によっては、需給緩和がさらに拡大することが懸念されてい
る。とりわけ米を中心とする高島市農業（特に担い手経営体）にとっては、
農業収入および農業経営への打撃は深刻であり、こうした状況を国が放置
すれば、「農林水産業・地域の活力創造プラン」に示されている「農業・
農村全体の所得を今後 10年間で倍増させる」目標の実現が不可能になる
ことは明らかである。
　農家の経営安定や食料の安定供給のためにも、米価の安定は極めて重要
である。
　ついては、担い手が安心して農業を継続できるよう過剰米を早急に市場
から隔離するとともに、所得対策の施策を講じるよう強く求める。
　

１．過剰米の市場隔離（備蓄米の適正水準の見直し・発展途上国等への支
援等）に向けた対策や米の需要拡大に向けた消費拡大対策を講じること。
２．飼料用米の大幅な生産拡大に取り組むために必要な水田活用の直接支
払交付金の万全な予算を確保すること。
３．26年産米で予想される収入減少に対して収入減少影響緩和対策（ナ
ラシ）交付金の早期支払いと、２割以上の収入減少に対しては国が補填
すること。
４．資金繰りに影響のある農業者に対する緊急融資等に向けた対策を早急
に講じること。


